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られる場合（いわゆる採用本内定の

場合 ※2022年5月号「労務相談」参

照）は、採用内定に際し労働条件を

明示する必要があります。なお、採用

内定時に具体的な就業場所や従事

する業務内容等を特定できない場合

には、想定されるものを包括的に示

すことで足ります。

　また、「労働契約の締結」には、有期

労働契約の契約期間満了後の契約更

新や定年後の再雇用も含まれる点に

留意する必要があります。形式的には

有期労働者としていても運用実態が自

動更新となっているような場合には、

当該義務を果たしていないことになり

ますし、なによりも無期労働者とみなさ

れる可能性がありますので、有期労働

　採用にあたり、労働条件を明示せ

ずに労働契約を締結すると使用者と

労働者との間でトラブルが発生する

ことから、労働基準法（以下「労基

法」）では、トラブルを未然に防止す

るために、短時間・有期労働者を含

め労働契約の締結に際し、労働条件

を書面明示することを使用者に義務

付けています。

　労基法第15条では、明示義務のあ

るものを「絶対的記載事項」、使用者

が定めている場合に明示義務がある

ものを「相対的記載事項」としており、

具体的には図表のとおりとなります。

　さらにパートタイム・有期雇用労働

法（以下「パート有期法」）第6条では、

短時間労働者や有期労働者を雇い入

れたときは、「昇給の有無」「退職手当

の有無」「賞与の有無」「相談窓口」の

４つの事項について、文書の交付など

により、速やかに明示することを義務

付けています。こちらは2020年の法改

正により、短時間労働者だけでなく、

有期労働者も対象となっている点に

留意する必要があります。

　労基法では「労働契約の締結に際

し」としていることから、書面交付の時

期が問題になりますが、採用内定に

より労働契約が成立していると認め
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労働条件書面明示の
内容と時期

　契約社員やパート社員を採用した際には雇用契約書を作成していますが、正社員に
ついては入社前の内定通知書で労働条件を明示しており、入社時に雇用契約書を作
成していません。法的に問題はありますか。

　労働契約の締結の際には、賃金・労働時間その他の労働条件について書面を作成のうえ明示する必要があり
ます。採用内定により労働契約が成立していると認められる場合（採用本内定の場合）は、採用内定に際して労働
条件を明示しなければなりません。
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採用時の労働条件明示義務

明示の時期

者の更新手続きは書面にて確実に行

う必要があります。

　労働者が子会社・関連会社等へ出

向する場合には、出向先と労働者との

間で新たな労働契約が締結されるこ

とから、出向に際しては出向先が労働

条件を明示する必要がありますが、出

向元が出向先に代わって行うことも

差し支えないとされています。

　労働条件の書面明示は、当該労働

者の労働条件の決定について権限

をもつ者が作成し、本人に交付する

こととされており、交付の方法につい

ては、書面による交付のほか、労働者

が希望する場合には、ファックス送

信、電子メール、ＳＮＳなどの電気通

信による送信方法（出力して書面を

作成できるものに限る）によっても明

示することができます。

　書面形式としては、雇用契約書のよ

うな双務契約（労使双方で署名する）

形式でもよいですし、会社から通知す

るかたちの通知形式のいずれでも問

題ありません。

　労基法第15条2項では「明示された

労働条件が事実と相違する場合にお

いては、労働者は、即時に労働契約を

解除することができる」と規定されてい

ますので、明示された労働条件と実態

が異なる場合、労働者は解約を申し入

れることができます。また、同条３項で

は「前項の場合、就業のために住居を

変更した労働者が、契約解除の日から

14日以内に帰郷する場合においては、

使用者は、必要な旅費を負担しなけれ

ばならない」とされており、帰省旅費等

の負担を使用者に求めています。

　雇用契約書・労働条件通知書や電

子ツール等で労働条件を明示してお

り、必要記載項目はあるものの、記載

方法や内容が十分でないケースを多

く目にします。

　特に「始業・終業時刻：正社員就

業規則による」「休日：パートタイマー

就業規則第〇条による」などと、就業

規則に委任するような記載をしてい

る場合は、就業規則の書面交付が必

須となります。また、適用される就業

規則の内容と異なる労働条件が明

示されているケースもあるため、作成

に際しては就業規則との整合性を図

る必要があります。

　労働条件の書面明示の目的には、

労働者の権利・義務の明確化、トラ

ブルの未然防止が含まれますので、

内容が不明瞭なものでは意味がな

く、個別的、具体的な記載が肝要で

す。よって、社内書式の使い回しには

留意しましょう。

　正社員採用における採用内定時

に内定通知書を交付している企業は

多いと思われますが、前述のとおり、

労基法第15条で求めている記載事

項を網羅した内定通知書やオファー

レターを作成している企業は少ない

と思われますので、明示内容・項目に

ついていま一度ご確認ください。

　採用時の明示義務について触れ

ましたが、職業安定法では、ハロー

ワーク等へ求人申込みをするとき、

HP・求人媒体で労働者の募集を行

う際の労働条件明示義務について

定めています。さらに、正社員新卒採

用のように募集から採用まで一定期

間があり、その間に明示した労働条

件が変更されたり、削除されたり、新

たに設定されたりした場合には、労

働契約を締結する前に、変更内容等

を新たに明示することを義務付けて

いますので、ご留意ください。
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明示の方法

明示された労働条件が
事実と異なる場合

実務上の留意点

募集時の労働条件明示義務

図表　労基法第15条で定める「絶対的記載事項」と「相対的記載事項」

労基法第15条

絶
対
的
記
載
事
項

相
対
的
記
載
事
項

パート有期法第6条 職安法第5条の３

・労働契約の期間、期間の定めがある労働契約を
 更新する場合の基準
・就業の場所、従事すべき業務
・始業・終業時刻、所定労働時間を超える労働の
 有無、休憩時間、休日、休暇、交替制勤務をさせる
 場合は就業時転換方法
 (交替期日あるいは交替順序等)
・賃金の決定・計算・支払方法、賃金の締切り
・支払時期
・退職(解雇事由含む)

・契約期間
・就業場所
・業務内容
・労働時間・休日
・賃金
・労働保険・
 社会保険の適用

・昇給の有無
・退職手当の有無
・賞与の有無
・雇用管理改善等
に係る相談窓口

・退職手当の対象・決定・計算・支払の方法・時期
・臨時に支払われる賃金（賞与、精勤手当等）
・労働者に負担させる食費・作業用品等
・安全衛生・職業訓練
・災害補償・業務外の傷病扶助
・表彰・制裁
・休職


